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                 開    会 
 
○事務局 大変長らくお待たせいたしました。本日は、お忙しいところをお集まりいただきま

して、まことにありがとうございます。 
 ただいまから社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会第３回次世代参

加型まちづくり方策小委員会を開催させていただきます。 
 本日御出席をいただいております委員、臨時委員、専門委員は、24 名中、ただいま８名でご

ざいまして、本小委員会の議事運営に定める定足数を満たしております。 
 次に、本日の資料でございますが、事務局から３種類の資料、また、本日御発表いただきま

すお三人の委員方からそれぞれ資料をお配りしておりますので、御確認をいただきたいと思い

ます。 
 なお、前回の議事録につきましては、現在、委員の皆様方に速記にて御発言の確認をいただ

いているところでございますけれども、本日は、事務局で概要を整理したものを資料２として

用意をさせていただいております。 
 それでは、御発言をしていただく際には、目の前にございますマイクのスイッチをオンにし

ていただき、発言終了後にオフにしていただきますように、よろしくお願い申し上げます。 
 それでは、ここからの進行は委員長にお願いいたします。 
 どうぞよろしくお願い申し上げます。 
○小林委員長 おはようございます。 
 それでは、第３回の小委員会を開催させていただきます。 
 
                 議    事 
      (1) 参加型まちづくりの事例について（委員からの事例紹介） 
              ①山内委員からの事例紹介 
 
○小林委員長 前回は中井委員、小泉委員、林委員から大変有益な御発表をいただきまして、

組織のあり方、人材あるいは財源のあり方、その他について、新しい参加型まちづくりのあり

方についての御意見をいただいたところでございます。 
 本日は、前回に続きまして、委員の方々から事例発表をいただきたいと思います。今回は、

山内委員、小林委員、森委員の３名の委員から事例発表をいただきたいと思います。時間は 10
分から 15 分ということを御承知おきいただきたいと思います。 
 まず、お三人の発表を全体通していただきまして、その後御質問をまとめて行いたいと思い

ます。 
 それでは、はじめに山内委員から発表をお願いいたします。 
○山内臨時委員 おはようございます。山内でございます。 
 お手元にお配りしてある資料は、スライドショーと同じ「いいまちをつくるには……」とい



 2

うのと、話の中でも出てきますけれど、幾つか資料をまとめてとじさせていただいたもの、そ

れから東京ランポの記念誌と杉並のまちづくり条例の四つを用意いたしました。 これは表紙

みたいなものですけれども、事例発表ということなんですが、細々といろんな事例をこの時間

の中で発表するのは難しいので、私たちの活動の中から感じられた課題や「想い」とかいうよ

うなものでお話をしていきたいと思っています。 
 「いいまちをつくるには少数の賢人の知恵より、おおぜいの凡人の想い」と書いてしまった

んですが、賢人とか凡人という言い方はいかがなものかとも思うんですけれども、私が言いた

かったのは、いろんな知恵とかデータとかいうより、大勢の人がいいまちをつくろうという「想

い」がないといいまちができないということを言わせていただきたかったんです。 
 「想い」を集めるためには人のつながりや人の「想い」を集められるコミュニティーをつく

ろう。都市再生と今言われていることはコミュニティーづくりではないかというふうに感じて

います。 
 これは大変失礼なんですけれど、皆さんはまちの中の大勢の中にいらっしゃるでしょうかと

いうことを言わせていただいたりしています。市民参加型のまちづくりの討議なので、皆さん

も御自分のまちの中でまちづくりに参加していらっしゃる方が集まっていてくださるといいな

という期待です。 
 「けっこうスゴイ！市民の実力」。市民は私も含めて素人が集まっているわけですけれども、

専門性がないじゃないかという議論が結構あるんですが、私たちは市民こそ自分のまちの専門

家だといつも言っています。というのは、ここにいらっしゃる大学の先生とか皆さん、データ

とか調査とかお調べになるとは思うんですけれども、そこに暮らしていつもまちを見ていると

いうのは、これはもう圧倒的に私たちの方が自分たちのまちの専門性に関しては優位だと思っ

ています。「生活しながら見えること 生活するから見えること」。 
 市民には総合性がない、広く見る視野がないじゃないか、ということもよく言われるんです

が、これも、私たちの生活というのは縦横斜め、ここまでが福祉で、ここからが子育てで、こ

こから健康とかなっているわけではないので、生活の中で総合的に見ています。例えば私たち

の区でも、区の広報をよく読んでいるのは市民で、行政の方にちょっと担当の違うことを伺う

と、それはよくわかりませんと。この間広報に出てましたけど、という話もよくあります。 
 長期的な視点も市民は弱いところというふうに言われたりするんですが、これも私たちは長

期計画こそ市民向きだと思っています。というのは、ずっとまちを見てきましたし、いいまち

をつくろうと思って計画づくりとかに参加してくる方たちは、これからも住み続けたい、ある

いは子供たちに渡せるまちをつくりたいという視点を持っていらっしゃるので、「長期計画こ

そ市民向き」という言い方。 
 つまりは何が言いたいかというと、だから市民も信じていただきたい。私たちも行政の方を

信じて、お互いに相互信頼でいいまちをつくっていく。今はまだお互いに不信感のある部分も

あったりするんですけれど、そこを大事にしていきたいと思っています。 
 これは、市民は計画づくりから評価とか運営までいろんなところでかかわっていて、その事
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例をただ並べさせていただいています。 
 「政策・計画づくり」。1992 年の都市計画法の改正で都市マスが基礎自治体に義務づけられ

て、市民参加でということで、これは本当に私たちにとっても大きなチャンスだったと思って、

大変評価しています。これがきっかけになって、あちこちで市民のまちづくり、都市マス市民

案づくりが進みました。それは資料の１ページの一覧表につけているんですけれども、こんな

形であちこちで市民案づくりが進みました。それに関連した資料をこの後に何枚かつけました。 
 私自身、杉並のまちづくりに夢をつなぐ市民の会の代表をしているんですけれども、私たち

も市民案づくりをして、それが行政の都市マスに提案することで生きてきたという割とうれし

い経験をしています。 
 それから地区計画づくり。これは実際に幾つかあって、資料は今回つけていないんですけれ

ど、京都の幾つかある学区でマンションを上手にまちの中につくっていこうという地区計画だ

ったり、国立のは有名で皆さん御存じだと思います。 
 再開発なんかも、再開発は当然地権者の方が参加してなさることなんですけれども、個々の

地権者と事業者ということではなくて、合意を形成していくＮＰＯができたようなケース。京

都の千本なんかがそうだったと思いますけれど、そういう事例もあると思います。 
 実施事業もいっぱいあって、「公的・共的施設」と書いていますけれども、公共施設という

のは行政がつくられるものばかりではないので、コーポラティブとか、そういうものもかなり

パブリックな施設だろうと私たちは思っていて、ここにも大分前の有名な柳川の堀り割りの復

活から幾つか並べてみました。 
 公園づくり。これはとても市民参加のやりやすい事例というか。もともとは大変御迷惑施設

で、行政がするとワーッと、トイレがどこだとかここだとかいう反対の意見が出てきたりする

ところだと思うんですけれども、これも市民参加でその後の運営にまでつながったいい事例が

幾つかもありましたので、少し資料をつけました。 
 それから、私たちは計画の見直しとか中止ということにも市民がかかわっていきたいと思っ

ていて、犬山の都市計画道路の拡幅事業でしょうか。市長が市民参加で市民の方たちとともに

検討して、伝統的な町並みを残そうということで事業が中止になったという例があったので、

それも新聞記事とともに資料につけてありますので、後でごらんいただきたいと思います。 
 多様な参加というところで、いつもこういう話から落ちてしまうのが、小澤委員はきょうは

いらしていないんですけれども、子供たちの参加の部分だと思います。大人が子供たちのため

にいいと思うものを与えてあげればいいというのが今までだったと思うんですけれど、実際子

供たちに子供たちにかかわる施設とか子供たちが利用するものづくりにかかわってもらうと本

当に真剣に考えてくれますし、ほかの人の立場も考えながらの発言をしてくれます。わがまま

なのはどちらかというと大人の方だと私たちの経験では感じたりするんですけれども、子供の

権利条約の実践という意味も含めて子供の参加ということはとても大事だし、杉並でティーン

エージャーのための施設ができたんですが、そのときにまちづくりに夢をつなぐ市民の会とい

う私たちの会が行政に先行してティーンエージャーと一緒に市民案をつくったりしました。行
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政も中高生委員会をつくって、その後それが施設の運営にまでつながっているという事例を資

料として入れてあります。 
 多様なＮＰＯ。私たち東京ランポもＮＰＯ。私たちは中間的な支援型のＮＰＯで、ちょうど

ランポが 10 周年を迎えてランポの活動をまとめたので、資料として私たちの記念誌をつけま

した。こんな活動をしているというのを後でごらんいただければと思います。 
 地域密着型の、地域で地域のまちづくりをサポートしていくＮＰＯ。これは林委員の玉川ま

ちづくりハウスだったり、多摩ニュータウンのＦＵＳＩＯＮ長池だったり、小泉委員も練馬で

まちづくりの会をしていらっしゃると思います。もちろん神戸もそうだと思いますが、いろい

ろあります。 
 そういういろんな実践とか、私も 10 年ぐらい活動してきているんですが、その中での市民

Ｙの悩みというのがありまして、市民Ｙさんという方は今悩みを持っているらしくて、それが

この三つです。 
 提案する相手。私たちも市民案を幾つか、いろんな緑の基本計画、都市マスをつくってきて

いるんですけれども、いつも提案を出す相手が行政なんですね。都市計画課だったり担当の方

で、都市マスの場合も、行政がつくられた都市マスに私たちの意見が割と総合的だったという

ので取り入れていただいているんですが、本当は私たちは、行政の方の取捨選択ではなくて、

一緒に住んでいるまちの人たちに自分たちの市民提案をたたいてほしい。そういう場がなかな

か持てないというのが悩みです。もちろん町会長さんに郵便を入れたりしてお声はかけるんで

すけれど、なかなか一つの団体のことにやってくださるという場がないので、市民の提案をみ

んなで討議するような場をぜひ用意すべきだと思いました。 
 「行政職員とも、同じテーブルで話がしたい」というのは、こういう会議って、大体委員が

いて、事務方がいらして、事務方は、控えておりますというふうにおっしゃるケースがほとん

どだと思うんですけれど、行政の方は行政の方として主張なさらなきゃいけないことが絶対あ

ると思うので、できたら平場でこういうやりとりするような関係がつくれたらいいなというふ

うに感じています。 
 「とっつきやすい、まちづくりのしくみや制度がほしい」。これは、地区計画、建築協定、

市民参加の市民が決めるものがあるんですけれど、どうしても何分の何とかハードルが高い部

分がありますので、もっととっつきやすい仕組みが欲しいと思っています。そのことは後でま

た。 
 つまり、これは市民参加、この委員会が設けられた一番の根拠だと思いますけれど、「『お

願いします』『まかせて下さい！』から『みんなで一緒に考えよう』へ」ということでこの委

員会が設けられているんだと思いますが、市民参加→市民協働→市民自治のまちづくりを進め

るためには、これから先に幾つか提案を私たちからさせていただくものを並べています。 
 政策や計画づくりの場への参加。「カウンタープランづくりへの支援も」。これは、今国交

省で参加に関する、パブリックインボルブメントというんですか、意見を求めていらっしゃい

ますよね。あれの中にも幾つかの案を事業者は提示するというようなことも書いていて、あれ
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はおもしろいなと思っています。 
 それから公共施設や共同施設づくり。これはさっき幾つか事例を挙げたそれぞれのものです。

ゴー・ストップも決められる、そういう多様な場がつくられてほしい。 
 それから「行政への参加、行政への提案から、市民どうしの議論の場づくりへ」。地域のま

ちづくり組織ができるといいし、市民の合意形成の場を何らかの形で行政や自治体が保証して

いくようなことができないだろうか。 
 あと、代議員制を補完する、直接参政か直接参加かなんですが、いろんなことを決めるとき

に、当然議会があって議会が最終の決定権限を持ってると思いますが、市民の立場としては１

票で議員に全権委任をしているわけでは当然ないので、自分たちに身近な問題とか大きい問題

は自分たちも参加して決められる仕組み。住民投票とか公聴会とかあると思いますけれど、も

っともっと豊かな仕組みがあるといいと思います。 
 それから、この間も議論が出てましたけれど、いろんな参加で物を決めるときに予算の話が

余りされなくて実現のために不満が残るという話もあって、予算自身を決めるのは難しいんで

しょうけれど、予算の使い方はみんなで一緒に決められるのではないか。そういうことができ

るといいなと思います。 
 「まちづくりＮＰＯの活動できる基盤整備を」。まちづくりＮＰＯは今でも十分活動してい

るんですが、資金の部分とか、スペースな部分とか、苦労している部分があります。 「ＮＰ

Ｏと行政のコラボレーション」。お互いに現場に入って協働で作業することでお互いが知り合

えるし、ＮＰＯそれぞれの役割分担もはっきりしてくると思うので、お互いが人の交流、場の

共有をできたらいいと思います。 
 お金の流れを変えていこう。私はお金のことは詳しくないんですけれども、税金だけが公的

なお金ということではなくて、例えば社会貢献的な活動をしているときに、私は税金をこれだ

けこちらに払います、こちらにこれだけ払います。両方とも公的な資金を市民として負担しま

したというようなことができたらいいなという感じで思っています。 
 法律とか条例、制度を整えようということで、「既存の法律を使いこなそう」。都市計画審

議会は、法律が改正されて、すごくいろんなことができるようになっているんだと思いますけ

れども、まだまだうまく市民の意思を反映できる形になっていないような気がしています。東

京ランポで都市計画審議会の調査をしましたので、そのときにつくった提案を最後の方につけ

てあります。 
 「街づくり条例、町づくり条例、まちづくり条例」と三つ書いたのは、ハード系、物的環境

整備のまちづくり条例、いろんな名前がついているのがあるので。 
 ソフトの部分を市民参加条例、まちづくり条例というふうに言われているものもあるので、

そういうものをつくっていこう。 
 そういうことで、まちづくり条例に関しては、一つ杉並区の条例のリーフをお持ちしたんで

すが、なぜ杉並区のを持ってきたかというと、さっき言ったような地区計画とか建築協定とい

う既存の仕組みだけではなくて、小さいまちづくりのルールを、もっと少人数からでもどんど
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ん提案できるようなこと。その提案をみんなの討議にかける、認定するような仕組みを、都市

計画審議会の中に専門部会をつくって、そこが第三者的にまちづくりルールの認定をしていこ

うという画期的な項目が入っていますので、参考にしていただきたいと思って持ってきました。

私も杉並区のまちづくり条例の懇談会の公募委員をやって一緒につくったので、読んでいただ

きたいと思います。 
 あとは、「まちづくりの主体は地域」ということで、これは国の会議なんですけれども、基

本的には、そのまち、そのまち違うし、そのまち、そのまちのやり方があっていいので、国は

市民と自治体を上手に支援することを考えるといいなと思っています。今、国交省のガイドラ

インが出ているのも読ませていただいていますけれど、ガイドラインはいいんですが、ガイド

ラインがマニュアルになっては困るなという感じもしていて、国と自治体との関係というのも

上手につくっていけたらというふうに思います。 
 以上です。 
○小林委員長 どうもありがとうございました。山内委員の御報告でございました。 
 
              ②小林委員からの事例紹介 
 
○小林委員長 それでは、続きまして、小林郁雄委員から御紹介いただきたいと思います。 
○小林専門委員 小林でございます。 
 表紙にありますように、私、コー・プランという都市計画の事務所をやっております。きょ

うは、「震災復興からの参加型のまちづくり」ということで、神戸のまちづくり協議会という

システムについて御紹介したいと思います。 
 表紙の一番下に書いていますように、「阪神大震災復興市民まちづくり支援ネットワーク」

という名前のＮＰＯ的な組織を運営しておりまして、「きんもくせい」という月刊誌を再刊し

ましたので、創刊号を皆さんにお配りしております。御参照ください。 
 まちづくり協議会の話をする前に、「まちづくり」の定義について、少し私の思いを述べさ

せていただきます。 
 都市計画には三つぐらいの性格があるんじゃないかということで、一つは「都市総合計画」

という面。それから、いわゆる用途地域とか都市計画道路といったような「法定の都市計画」

と、今から話をさせていただきたい「まちづくり」といった三つの面がある。それぞれかなり

違った面があり、それぞれ広い意味の「都市計画」の範疇に入ると思っています。 
 「まちづくり」につきましては、私は、山内委員からもお話がありましたが、「地域」とい

うのが前提だろうと思います。それから「市民」、そこの構成員。市民と呼んでいますのは、

住民だけではなく、商店街とか事業主なんかも含めて、あるいは旅行者とか、そういう方も含

めてのシチズンというふうに考えております。そういう人たちによる自律的、継続的な環境改

善運動。「運動」ということがまちづくりの一番眼目だろうと思っております。 
 これを少し対比的に「法定都市計画」の方で言いますと、環境形成制度というような形で理
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解できると思っております。 
 まちづくりと都市計画をかろうじてつないでいるのは「地区計画」であり、法定都市計画と

都市総合計画をつないでいるのは、今お話があった「都市計画マスタープラン」であると思い

ます。まちづくりと総合計画をつなぐのは、今も話題になりました「まちづくり基本条例」の

ようなものではないかと考えております。それらによって「自律生活圏の多重ネット社会」と

いうようなものが、私の考えております都市計画の終極的な目標であろうと思っております。 
 まちづくり協議会のシステムにつきましては、御専門の方も多いと思いますが、神戸市でや

っておりますのは 1981 年の地区計画の手続条例の部分でのまちづくり条例でございます。基

本は、住民組織などのまちづくり協議会を市長が認定しますと、その地区における構想の市長

への提案権を持つということだろうと思います。それの合意がなされればまちづくり協定が結

ばれるということで、地域における提案権というのが一番大きな眼目だろうと思っております。 
こうして震災前から条例化されておりましたので、震災後直ちに 100 近い協議会ができま

して復興まちづくりに取り組んできている。特に震災前から協議会がありましたところは非常

に活発なまちづくり活動が進められたという結果になっており、突然の緊急時にも常日ごろの

そういった活動が非常に重要だと思っております。細かい資料とか、データとか、それぞれの

内容につきましては、分厚いもの（資料編）を用意しています。神戸のことを余り御存じない

方が多いと思いますので、こちらにデータ類が全部入っていますので御参照ください。特に「参

考４」のところ。８ページにありますけれども、12 年度、13 年度、14 年度と３年間にわたり

まして旧国土庁の調査を震災記念協会でやりまして、私たちも担当させていただいたんですが、

そこの報告書でいろんな調査をしており、その資料を幾つか引用しております。 
神戸市のまちづくり協議会のシステムは先ほどのようなことですけれども、特に地元の組織

化ということに対して、神戸市と、それに対応するような形でのまちづくりの専門家（私たち

のようなコンサルタントとか、大学の教員、弁護士さん、そういう方が入っているわけです）、

まちづくりセンターを通して支援をしているということが大きなシステムになっております。 
 それぞれがいろんな形で協議をして、部会をつくったりして、まちづくり提案というものを

つくりますと、それに対して（この図面は震災復興の区画整理のバージョンでございますので、

区画整理の事業計画に反映されていくということになっておりますが）一般的にはまちづくり

構想という形で市長と協議会が協定を結びまして協定ができ上がって、それに行政側がいろん

な事業に関してのサジェスチョンをしていく。直接的、強制的な力は持っておりませんけれど

も、紳士協定に近いまちづくり協定というものが発効していく。そういう形になっており、当

然行政側の事業につきましては、その協定を尊重してやる。ソフトな面につきましては、確認

申請なんかはまちづくり協議会がかなりチェックをするというようなことが行われております。 
 資料をカラーでお持ちすればよかったんですけれども、経費節減と思いまして白黒でお送り

したので見にくいと思いますが、３ページの上にあります図面が神戸市で震災復興の重点復興

地域で、黒く塗ってあります部分が区画整理、再開発といった都市計画事業をやっている区域

です。約 4,000ha の被災地市街地の中で 150ha 弱ですので、３～４％といった範囲を都市計
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画事業でやっています。赤い枠で囲ってありますところが重点復興地域で、このあたりについ

ても、大部分がまちづくり協議会が前にあったところなどまちづくりが進んでいた地区が重点

復興地域に指定されておりまして、約 1,200ha ですので、30％近くがそういう形になってお

ります。 
 下の図面で、まちづくり協議会は、神戸市だけではなくて、淡路とか尼崎あたりに至るまで

ずっとできております。 
 まちづくり協議会の活動事例を少し御紹介させていただきますが、野田北部地区というとこ

ろがございます。これは長田区の西の外れで、ここの場所ですけれども、ＪＲ鷹取駅の南側で

す。東側は復興の区画整理事業をやっておりまして、真ん中は街なみ環境整備事業などの誘導

事業をやっております。 
 この図面で右端の肌色のところで区画整理事業をやっておりまして、真ん中のピンクのとこ

ろは街なみ環境整備事業などで既存街区の整備を進めているという形でございまして、こうい

うものの対応についても、先ほどのまちづくり協議会なんかで協議をしながら事業を進めてい

るという形になっております。 
 もう一つ、東の方の灘区の灘中央地区という事例を挙げていますが、こちらは震災の後にで

きた協議会でございます。商店街と住宅地が一体化したような地域で、商店街の方々、自治会・

婦人会の方々がまちづくり協議会を結成されまして、震災後の「白地地域」と呼んでおります

けれども、非都市計画事業地区でのまちづくりを展開されております。 
 特に、後で御紹介します「なかよしランド」という、前回も話題になっておりました震災空

地を暫定的に、この場合は３年間ですけれども、地主から神戸市が借り受けて、それを地域の

まちづくり協議会に無償で提供する、貸与するという形で、そこでまちづくり協議会の面々が

協議をして、どんな形に使ったらいいかということで、ここの場合ですと荒れ地になっていた

ところを子供の運動広場にしております。どんな使い方をするかということは、まちづくり協

議会が中心になりましてワークショップをしたり、当然のことですけれども、皆さんが力を合

わせて造成にも関与されております。 
 そのほか、ここの白地地域のまちづくり協議会では、エコタウン運動とかマイバッグ運動と

いったエコロジカルな環境運動にもまちづくり協議会と商店街が一体化して運動をし続けてお

られますし、「なつかしき心のまちかどマップ」づくりだとか、そこの写真展というようなソ

フトな取り組みもずっと続けられております。 
 そういったまちづくり協議会の活動を見ておりますと、「自律と連帯」という個々の行動規

範を持った市民のまちづくり活動が、相互にどういう形をつくっていくかというのがこれから

の大きなテーマではないかと思っております。特に地域の現場における活動で、市民と行政の

参画協働体制といったものをどういう形でつくるか。そのときの市民側の非常に重要な組織と

して、まちづくり協議会というものが大きな役割を果たすんじゃないかと思っております。 
 参加型まちづくりの次段階の相互関係として、参画協働体制といったものが次世代参加型の

一つの大きなテーマではないかと思っております。そのためには、先ほどから申しております
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常日ごろからのまちづくり協議会のような活動が非常に有効な役割を果たすと思いますし、重

要な緊急時での対応の主体になると思っております。そのためには日常的に自律的、継続的に

取り組んでいくことが非常に重要なことでありまして、今後、安全とか、福祉とか、景観とい

ったそれぞれの部門のまちづくりがそういった形で進んでいくんではないかと考えております。 
 余り時間がないので最後に、実際に今取り組んでおられます事例を二つ御紹介します。詳し

いことは参考資料の後ろについておりますが、神戸市でやっております「協働と参画のプラッ

トホーム」。これは都市計画側でも住宅側でもなく、企画サイドでやっておりまして、市民参

画推進局というんですか、そういった新しい局ができまして、そこで担当されております。資

料の中にありますパートナーシップ事業みたいなこともやられております。 
 それから、先ほど杉並区の事例がありましたけれども、これは兵庫県の生野町の「まちづく

り基本条例」。これはニセコのまちづくり基本条例と同じようなタイプですけれど、第２号と

して制定されておりまして、基本原則に書いておりますように、自律共助、情報共有、参画協

働といったことが、こういった小さな町の全体のまちづくり、自治基本条例の基本としても取

り上げられているという事例でございます。御参考いただけたらと思います。 以上です。 
○小林委員長 ありがとうございました。小林郁雄委員から御発表いただきました。 
 
              ③森委員からの事例紹介 
 
○小林委員長 それでは、３番目、最後でございますが、森稔委員から御発表いただきます。 
 よろしくお願いいたします。 
○森臨時委員 森ビルの森でございます。 
 きょうは、こういう機会を与えていただきまして、ありがとうございました。 
 御承知のように六本木ヒルズというのが完成いたしまして、おかげさまで大変に人気を呼ん

でおります。15、16 日で 300 万を超すような人がお見えいただいているということで、総合

的な再開発の新しい国際都心づくりということをスローガンにしてやってまいりましたんです

が、どうやら大変皆さんに喜んでいただけている状況だと思います。 
 皆さんがお見えにならないと困るなとは思っていたんですが、お見えになり過ぎても困ると

実は思っておりました。予想の上限の３倍を超す方々がお見えいただいたんですが、意外にス

ムーズに、近隣に問題を起こすことなく、地区内にもパニックを起こすことなくさばけている

ということで、東京の既存のインフラと我々が計画的に付加したもろもろのインフラですね。

道路とか、歩廊とか、新しい交差点とか、広場とかが計画以上に機能するというか、そういう

ことで計画の大事さを実感しているところです。 
 きょうの御趣旨は内容を御説明することとは違うようなのでございますけれども、一応開発

の規模等について、まずお話ししておきたいと思います。 
 ３ページ目（資料では２ページ目）をごらんいただきたいと思います。ここは 11.6ha と言

われているんですが、対象の地区内には既に四つの町会がありまして、そのほかにも周辺に計
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画からしみ出して、上の東京日産ビル周辺とか、この角に残しましたところは新しく道路をす

りつけるために地域に入れておりましたり、こちらの地域とか下の方の地区も計画地区に入れ

まして、再開発事業組合外の事業として森ビルが実行いたしておりまして、12ha を超す部分

になっておりますし、参加されております組合員の方も、権利変換された方は 398 人ですけれ

ども、計画にのっとって転出された方が 34 人とか、それ以前に計画が進行し始めるときに転

出された方が 70 人。そのほかに権利者ではなくて借家人の方が、正確には勘定しにくいんで

すが、出たり入ったりいろいろありましたけれど、常時 600 人ぐらいはいらっしゃったという

ことです。その方々のうち、つまりは、借家人の方は一部入られましたが、ほとんど御転出で、

権利変換に参加してここにお住まい、または権利をお持ちで収益床としてお持ちの方が 398
人。地区内の権利者の 80％ということですが、周りの私どもがやりました開発にも 100 人を

超す方がいらっしゃったものですから、実際にはもっと規模の大きな数が動いているというこ

とでございます。 
 最初に、５ページ目（資料では４ページ目）をごらんいただきたいんですが、昭和 61 年に

再開発誘導地区指定という制度ができまして、それにのっとってやろうじゃないかということ

で申請をしました。それ以前に話し合いが多少とも行われていたということですが、61 年から

始まったということで、17 年というふうに言われておりますが、都市計画決定までに 14 年、

工事期間に３年かかった、こういうふうに称しておるわけでございます。 
 実際の事業推進計画というのは、４ページ目（資料では３ページ目）にございますのを、い

ろいろな調査の段階で区から事業費、計画費の一部をいただいてつくりました。これにのっと

って大体の想定容積等を決めるということになって、それにのっとって、いかがですかという

ことで、準備組合の設立とか、コンセンサスをまとめるというようなことを進めてまいりまし

て、何度か修正をいたしまして、平成７年に都市計画決定をいただいたわけです。 
 この間に６年かけておりますが、下にございますように、いろんなプランの策定ですとか、

環境アセスメント手続ですとか、実際にはこの間に地域測量等々をやりましたり、文化財の存

在を調べたり、相当のお金を費やして空き地を掘りくり返しておりました。その他、地区内を

通っております下水道路の改廃とか払い下げというような問題もクリアしていったわけです。 
 都市計画決定をいただきました後、皆さんの権利変換計画をつくりまして、平成 10 年に同

意率 93％というということで、やっと組合設立が認められたということでございます。準備組

合の時代には理事長は私がやっておったんですが、組合の段階になると、それでは後々仕事が

しづらい。事業者施行制度ができたんですけれど、それでは公的事業という感じで仕事を進め

ていくのにしづらいということがあって、理事長を地域の方にお願いいたしました。そしてそ

の後完成まで理事長さんをやっていただいて、私どもは顧問という立場で陰に回っておったと

いうことになります。 
 権利変換の認可をいただいたのが平成 12 年ですが、この間市街地の地価がどんどん下がっ

ておりました。余り下がってしまうと、組合の設立時点で決めた、その前に決めました権利変

換②という基本設計段階、平成８年に大体の約束をしておりましたものが守れないということ
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ですね。そのころから半値になっちゃったということなんですけれども、私どもとしては、参

加組合員がその値段で、もちろん公示地価そのものではありませんのですが、その当時に出さ

れた不動産研究所の鑑定値段を守って権利変換に応じようということをお約束いたしましたの

で同意率が非常に高かった。言ってみれば土地の値下がりがある意味では幸いしたんですが、

我々の負担は非常にふえた。権利変換値段と私どもが持っておりました土地の値段の評価の差

だけでも 500 億ぐらいに達しまして、それは損金として落とさせてもらったという経緯もあり

ました。そういうことで、ある意味では我々が支えてきた開発という感じがございます。 
 ６ページ（資料では５ページ）をごらんいただきたいんですが、どんなふうにして支えてき

たかというと、まず、調査設計計画費等はどんどん立てかえて出しました。それから、どうし

ても参加するのが嫌だという方が反対に回られても困るし、転出してくれるなと言えば建てか

えてしまうというようなことがありますので、それでも困るものですから、それを買ったり、

かわりを探してあげたりして支えました。 
 借家人も、どうせ再開発なら変わってしまうので今のうちに転出したいということがありま

して、家主さん側から家賃を払わなくなって困るじゃないかということなので、私どもがかわ

りにそれを借り上げて社員を住まわせるとか、場合によったら空き家のままにして負担に耐え

たということもあります。 
 それから移転先としての仮住居。急に移転するといっても 400 世帯できるわけがありません

ので、仮住居を先につくって待っているという手配もいたしました。 
 そういうことがデベロッパーの業務として必要であったし、いつ完成するかわからないとい

う非常にリスクの高い立てかえをいたしておったわけであります。 
 組合の設立後は、先ほど申し上げましたように、約束した権利変換を保証する。いろいろな

ことをおっしゃる方で、主観的な価値と客観的な価値が違う方との間の調整等も、ある意味で

私どものふところの中でいたしました。そして何とか理解を得るということで、さっきの 97％
になったわけです。 
 それから、完成すると住宅管理費が高くなるじゃないかということを共通して御心配なので、

組合員で居住継続をなさる方の分は、住宅管理費を補うための仕組みといたしまして、権利床

の一部を収益床、この場合はオフィス床を御取得願いまして、それを借り上げ保証する。その

お金で賄う。大半、全部かもしれませんが、賄うという約束もいたしまして、完成したところ

で私どもがそれを全部借り上げまして信託形式にするということもいたしました。 
 それから官庁折衝、議会折衝、補助金業務折衝等々コーディネーター業務、調査設計計画業

務。これも世界で一流のものにしようということで、世界じゅうの建築家と契約をいたしまし

て、そういう仕事。そういうものも全部その間立てかえておったわけで、海外の建築家、完成

までに 13 年つき合ったなあという。その間、人工払いといいますか、やった分だけ払っても

らうということですから、３回もつくり直したりして相当余計なお金を使ってるということも

ございます。 
 事務局側としての私どもは数十人の人間を張りつけてやりました。これも相当大変でしたが、
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権利者の皆様方の個々の将来計画ですね。参加した場合、しなかった場合を含めて、どういう

生活設計ができるかということを御相談するとか、理事会、常任理事会、総会、そういったも

のの開催をする。その前の根回し業務から始まりまして、いろんなこともいたしましたし、結

局森ビル自身が組合から工事を請け負って、さらにその下に発注するというようなこともいた

しました。 
 そういうことで、皆様方のケースとちょっと違うのはデベロッパーが存在して成り立つ再開

発ということですが、これはある意味で当然でして、その地域が現状を改良するとか、保全す

るとか、多少の防災化をするとか、活性化するとかではなくて、目的自身が東京全体の街の活

性化、再生のために、国際化とか、文化施設をつくるとか、大きな役割を果たさなきゃならん。

地元の方は正直展望は持てないわけで、余計な美術館をつくる費用があったら権利変換に回し

てくれとか、そういう種類の話があるので、そういうところは安い床はみんな森ビルで引き受

けますとか、いろんなこともやりましたし、余計な公園をつくらなくてもいいんじゃないかと

か。どっちかというと我々の方で、立体的に土地を使うことによっていろんなレベルに公園、

遊び場、公開空地等々をつくる。あるいはパブリックアートを据えつける場をつくるとかいう

立体的な開発をするんだということをできるだけ御説明はいたしましたが、中には、そういう

まちを望んでいるんではないんだ、もっと静かなまちがいいんだと言う方もいらっしゃったり

して、嫌々御賛成いただいた方も実際問題あるわけです。 
 でき上がって、結果的には大変喜んでいただいているようで、そうおっしゃった方も裏切ら

れたと思っていらっしゃるようではないようでありますけれども、なかなか地元だけでこの発

想というのは出てこないんですね。地元の自治体にもそういう発想は全くない、議会に至って

は全然ないというところで仕事をしてきたわけです。 
 ７ページ（資料では６ページ）をごらんいただきますと減歩率が出ているんですが、従前公

共施設が１万 5,000ｍ2 、従後の公共施設が２万 2,500ｍ2 。減歩が１万 500ｍ2 です。この

土地費を出し、かつ、大変難しい立体的な道路計画。都道と都道とのトンネルで通り抜けてい

たのをすりつけた上に、かつ地区内に入ってくる道路をつけるというので３段階の道路をつく

ったり、中央に東西道路といいます新設の区道、及び裏側に地区内道路をつくるとか、公園緑

地もこんなふうにつくりましたり、環状３号線の上にわざわざデッキをかけて広場にするとい

う工事のための費用。それから、ここに出ておりませんが、地下鉄のコンコースを負担する費

用が 25 億とか、地下鉄から出てくる駅広をつくるのにもそのぐらいかけたり、実は公的施設

のための大変な投資をいたしました。 
 しかも地区内の建物の中に地区内通路をつくっておりまして、片側３車線の一方通行でぐる

っと回れるロータリーをつくるということで、いろいろな道路にそのロータリーを通って出て

いける。そういうふうな、ここにあらわれている道路外の、通路とでもいうんでしょうか、建

物内街路とでもいうんでしょうか、そういうものもつくりましたし、駅広から裏の公園。児童

公園をつくったんですが、そこへ、多少レベルが変わるところもあるんですが、橋を２本かけ

まして、大体同じレベルで渡っていく歩行者レベルも整備いたしました。 
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 駐車場も 2,700 台というレベルの駐車場を７カ所、８カ所に分けてつくりまして、各所に行

くのに一番近い駐車場を御利用いただくというようなこともいたしました。そういうことで車

も非常にスムーズにさばけたということです。 
 それから、展望台をつくりまして東京じゅうがよく見えるようにということですが、この展

望台がなかなか人気を呼んで、東京シティービューという東京の街を見る台。ここから見てい

ると東京の街の全部の移り変わりが見える。そういうものを提供いたしましたり、テレビスタ

ジオはもちろんですが、シネプレックス、ホテル、今の展望台、あるいはアカデミーヒルズと

称しますコンフェランスプラザみたいなものとか、下にアリーナ、野外劇場をつくって毎日一

流の人にやってもらうとか、広い通路や広場には二十幾つのパブリックアートまたはストリー

トファニチャーを置くという形で、歩いているだけでも非常に楽しいまちが出現したと言われ

ております。 
 21 世紀型の新しい都市のつくり方だということで、外国から参加された先生方はもちろん、

いろんな識者の方からお褒めの言葉もいただいたりしております。 
 ところで、地域の方ですが、地域の方々自身がお持ちの問題をその中でどういうふうに解決

していくかということで、無慮 1,000 回にも及ぶ小委員会をたくさんやりまして、それも事務

局は私どもが引き受けたんですけれども、反対派の方との折衝も、地区内同士の方が対立して

いらっしゃるケースが多いものですから、結局私どもが出てまいりまして、特に反対派の方は

「社長出てこい」というのが多いものですから、社長が参りまして９回か 10 回かやりました

結果、何とか理解レベルに達して、そういう方は最後はだんだん少なくなりましたから、ほと

んど地区外転出という形で、計画内転出をとられた方もありますし、事前にいいところがあっ

たといって転出された方もありました。そんな形でできた開発でございます。 
 時間を使い過ぎましたけれども、御質問があればお答えしたいと思います。 
○小林委員長 ありがとうございました。森委員の御報告でございました。 
 
               (2) 質疑及び自由討議 
 
○小林委員長 それでは、きょうお願いした３人の委員の方々の御発表がございましたので、

これについて御質問をまず受けたいと思います。その後、自由にさまざまなテーマについて御

意見をいただき、御議論させていただきたいと思います。 
 山内委員、小林委員、森委員の３人の発表について御質問があればいただきたいと思います

が、いかがでしょうか。 
○青山委員 小林委員の「参考 10」、その前後に御説明があるんですけれども、神戸の「協働

と参画のプラットホーム」についてのお話がいろいろあるんですが、このプラットホーム。場

所は市役所の 24 階に設置されてるようですけれども、この運営のコストといいますか、経費

といいますか。マンパワーの面で市役所の職員はどの程度使っているのかとか、当番とか、窓

口とか、そういうシステムをどういうふうに運営しているのかとか、経費が税金から出ている
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部分があるのかないのかとか、そういったことについて教えていただければと思いますので、

よろしくお願いします。 
○小林専門委員 神戸市の職員じゃないので、お金の細かいことは存じませんけれども、24 階

というのは、御存じかもしれませんが、土日もあいている展望ロビーのフロアでございまして、

そこの特別会議室を改装して設置されたものです。ということは、平日ですと夜の９時までオ

ープンされていますし、土日もあいております。 
 スペースそのものは神戸市の床ですので、床代は神戸市が負担していると思います。人件費

につきましては、12 階か 13 階の市民参画推進局というところの市民活動支援課というところ

が担当しておりまして、そこの職員が当番で上がってくるという形をとっております。ですか

らサテライトオフィスのような形で、フリーアクセスの机を四つぐらい置いて、日常的な業務

もこちらで行っているということです。 
 それだけでは当然賄い切れませんので、臨時職員のような形で、ＮＰＯ団体と契約をしてお

りまして、２人ほど、日々雇用というんですか、そういう形で運営に携わっております。その

ほか当然ボランティアとか、写真にもありますように自由に使えるスペースが半分ほどありま

して、そこは市民団体とか、ＮＰＯとか、かなり広範な形で、サインだけすればだれでも使え

るという形になっております。ですから人件費ベースでいきますと、職員の方々は日常的な部

分ですから特に費用負担はないと思います。特別に雇用されている２人分のアルバイト代ぐら

いだろうと思います。 
○青山委員 ありがとうございました。 
○小林委員長 ほかにいかがでしょうか。 
○小泉臨時委員 山内委員にお話を聞きたいんですが、まちづくり条例をつくりましょうとい

う話があって、どうしてまちづくり条例が重要なんだとか、何で市民が参加するためのまちづ

くりとして条例が必要となってきているのかという背景とか理由についてお聞きしたいんです

けれど。 
○山内臨時委員 市民が参加していくための仕組みとしては、さっきも御説明したように、具

体的には地区計画とか、建築協定とか、市民が決めていく仕組みはあることはあるんですけれ

ども、非常にハードルが高くて参加しにくい。そういう部分では、もっと市民参加のいろいろ

なメニューをつくって、それを担保していくためにもまちづくり条例は必要じゃないかという

ふうに私は考えています。 
 あとは、例えば建築確認申請なんかが、杉並の場合でもそうなんですけれど、特に民間確認

が出せるようになったりすると、自治体のフィルターを通らずに確認がおりてしまったりとい

うことがあって、自治体が自分たちのまちのルールを決めても、そこにかからないで開発が進

んでしまったり、知らないうちにある程度まで事が進んでしまうというようなことは自治体の

職員の方たちも悩みとして随分持っていらして、そういうときに、もっと自治体なり地域のル

ールを、都市計画の開発だったり開発行為だったり何かにかけていくようなことを条例ででき

ないだろうかということがまちづくり条例の懇談会のディスカッションの中では大分出ました。
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そういう意味でも、自治体で条例を法律と別につくることは地域ごとのまちづくりを進めてい

くために必要なんじゃないかと思っていますが、どなたかほかに補足していただければ。 
○小林委員長 地区計画や建築協定がハードルが高いというのは、具体的にはどこのハードル

が高いとおっしゃっていますか。 
○山内臨時委員 協議会をつくるにしても、住民だったり地権者が何分の何とかいう、その数

字の部分なんかもとても……。 
○小林委員長 80％以上の地権者の賛成がなければいけないとか。 
○山内臨時委員 はい。まちづくりというのは、地区計画というようなレベルの高いものでな

くても、例えばずっと前に国分寺で生け垣協定みたいなものがあったという話も聞いたことが

あるんですけれども、本当に小さい、私たちのまちの色をそろえてみましょうとか、少し道路

から後退－それは建築協定になるのかしら。そういう小さなルールを自分たちでつくっていけ

るようなことから、まちづくりを自分たちの問題として広げていけるのではないかと思うので、

小さいルールづくるもできるといいなと思っています。 
○小林委員長 ありがとうございます。 
 ほかに御質問がありますか。 
○森臨時委員 神戸の場合は組織的にもやっていらっしゃって感心しているんですが、資金が

どこからどういうふうに出ているのかということについてお聞かせいただけるとありがたいん

ですが。 
○小林専門委員 まちづくり協議会の運営の資金というふうに考えたらいいですか。 
○森臨時委員 そうですね。そのほか計画の資金ですね。神戸の場合は国費が相当出ているん

ですかね。それとも神戸市や県のレベルでの費用で行われているのか、地元負担なのかとかい

う、その辺の感じを。 
○小林専門委員 まちづくり協議会には、特に震災以後かなり手厚く（手厚くといっても、デ

ベロッパーさんから見れば２桁ほど違いますけれども）、公的な補助が出ております。はっき

り言えば復興基金から年間 100 万円が３カ年という形で地元の組織におろされております。神

戸市がその後７年間毎年 30 万ずつぐらいの運営費を出す。それは、飲み食いは無理としても、

協議会の中での会議費とか、ニュースを発行するとか、見学会をするというような活動費に充

てられております。 
 それから、地区計画を研究するとか、街なみ環境整備事業の中でのいろんな事業など道路の

整備だとか共同化をするというような形になりますと、事業の単位での補助金とか、それに対

する計画作成なんかでコンサルタントの派遣というような形になりますと、そちらの事業の側

からのコンサル派遣が出ます。通常のまちづくり協議会の運営に関してコンサルタント派遣と

いう制度もございまして、それについては、面積要件とかいろいろありますけれども、 100
万～ 300 万ぐらいのオーダーで我々は３年間ぐらいはおつき合いするというような形でござ

います。 
 ただ、震災復興の区画整理事業とか再開発事業の中でのまちづくり協議会になりますと当然
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そんなお金ではできないわけで、いわゆる区画整理事業のコンサルタントとか再開発コーディ

ネーター以外の、私たちはまちづくりコンサルタント、「まちコン」と呼んでおりますけれど

も、まちづくり協議会のいろんな事業に対する活動の支援をする「まちコン」レベルでいきま

すと、森ビルさんの六本木ヒルズでやっておられたような年間何百回という会議が進められま

すので、そういうものに全部おつき合いするということでいきますと、 1,000 万～ 2,000 万

というようなオーダーの、これは事業の方から出る、区画整理で言いますと換地諸費のような

形で賄われております。これは多分に震災復興の特別バージョンだという気もしますけれども、

今後そういうものが制度化されればいいかなと思います。再開発の場合はかなりそういう形で、

再開発コーディネーターを通じて、まちづくり協議会に支援するまちづくりコンサルタントに

も経費が回っているという状況だと理解しております。 
 ただ、お金のことですので、詳しいことは直接事業の担当者でないとよくわからないという

のが実情でございます。 
○小林委員長 今のお話ですと、事業にかかわるものについてはかなり活動費が出るけれど、

それ以外の単なる地域活動として地域の計画をつくるとか、そういう場面においてはそういう

資金は出るんですか。 
○小林専門委員 それも同じ神戸市と復興基金というような形での……。 
○小林委員長 神戸市の場合はそういう部分があるんですか。 
○小林専門委員 ええ。それと、兵庫県が復興基金以外に自主財源で、半額ぐらいになります

けれども、総額 300 万が 150 万というようなオーダーになりますけれども、そういう形で県

費で出しています。いわゆるソフトな活動に関しても神戸市は、今申しましたような活動費は

税金の方から支給しています。 
○小林委員長 それは復興基金とは別にファンドがあるわけですか。 
○小林専門委員 今、大半はそちらで動いていますけれども、まちづくり条例に基づく税金で

賄う部分も、復興基金がなくなればやらざるを得ない。震災前はそういう形でやっておりまし

た。 
○小林委員長 ありがとうございます。 
 ほかにいかがでしょうか。 
○中井専門委員 質問と意見が半分ずつぐらいなんですが、まちづくり条例にもかなりかかわ

ることなんですけれども、私も幾つかのところでこの種のルールづくりのお手伝いをさせてい

ただいたときに、いつも難しいなと思うのは、住民なり地域の方からの提案を入れたいときに、

提案そのものはできるだけいろいろなところから出てくるような仕掛けにしたい。ただ、いろ

いろなところから提案が出てくると、受けとめる側がそれをどう処理するかという相反する関

係にあって、大事に受けとめようとするならば地域の声は事前に一つにまとめてもらっておい

た方がいい。何かそういうところがありまして、地域の住民の、ここで言うまちづくり協議会

みたいなものがどれだけその地域を代表しているかという、最終的にはそこの問題に行き着く

ような、常にそこで難しいことが起きてるというか、ルールづくりの多分難しいところだと思
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っています。 
 世田谷の条例みたいにどれでも余りきつい認定をかけないというやり方もありますけれども、

神戸も、今拝見させていただきました杉並も、基本的には行政が協議会を認定するという形を

とられていて、再開発みたいに認定の基準がはっきりしている場合にはほとんど問題ないと思

うんですけれども、神戸は 20 年ぐらいそういうことを運用されてきているわけですが、その

中で協議会の認定みたいなものは具体的にどうやられているのか、杉並の方はどうやってやら

れようとしているのか、お教えいただきたいと思います。 
○小林委員長 では、まず神戸市から。 
○小林専門委員 20 年前からやっていますが、まちづくり条例の中に基準とされていますのは、

地域の大多数の人たちが賛成しているというのが１項目入っているだけでございますので、今

おっしゃられたように非常にあいまい、かつ、いいかげんな形での運用になっております。余

りその辺をぎりぎりやりますと、言われるとおり、代表制がどうかというようなことになって

きますと問題が起こってくるわけです。じゃ、区画整理審議会で区画整理事業が進められたら

いいじゃないかということになるわけでございまして、実はそれだけでは動かないという明ら

かな実態があるわけで、結局、代表制を持つ以前の段階で皆さんが協議するということが非常

に大事だという、そこの部分だと思います。 
 神戸の中でも、長田区や兵庫区のような西の方と、灘区や芦屋市のような東の方とは随分様

子が違いまして、代表制の問題でいつももめるわけでございます。例えば採決の問題でも、協

議会の決定をどうやってするかという非常に大きなテーマがありまして、東の方ですと投票す

るとか。投票すると４分の３とか６割の賛成がなかったらしないとかいって決めるわけですね。

55％だったらどうするかというと、やめになるわけです。過半数の人が賛成しているのにやめ

てしまっていいのかというようなことで、またもめるわけです。結局西の方ですと拍手をする

ということで決めてしまうとか。西の方の人はその方が合理的だと言うんですよね。反対する

人も拍手したかしないかわからないような格好にしておけばわからないということで、後にし

こりが残らない。 
 結局、権利にかかわるようなところの決定権を協議会は持たない、という前提で物事は動い

ているというふうに理解した方がいいと思います。代表制を余り突き詰めますと物事が始まら

ないということではないか、というのが 20 年の経験だと思っております。 
○小林委員長 では、山内委員、お願いします。 
○山内臨時委員 杉並は、これは規則がついていないので、この後規則ができたんですけれど

も、規則でいろいろ書かれているんですが、協議会に関しては、たしか３分の２だったか、数

字を決めていたと思います。ただ、それ以外の協議会と細かいまちづくりルールは、ここにも

書いてあるように、都市計画審議会の中に専門部会を設けて、それが第三者機関的にそういう

ものを認定していくという方法をとりました。 
 都市計画審議会の専門部会というのは都市計画審議会の委員が半数を超えない。今、公募し

ているんですけれども、残りの委員は、公募とかほかの専門家の方で構成してつくるというふ
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うに規則では決めていて、今、６人のうち３人を都計審の委員で、３人を公募というふうにし

て、まだ募集している段階です。 
 具体的にその方たちがどういう基準でどういうふうに認定を進めていくかということは、こ

れからの問題なので私もわからないんですけれども、最終的にはそれに都計審が責任を持って、

都計審には、都計審を認証するというか、首長が任命しているので、首長が責任を持つという

形で担保するというふうになっていますが、具体的にどういう基準で細かいルールを認定して

いって、それをどう地域に生かしていくかというのは、これから実際に運用しながら考えてい

くんだと思います。 
○小林委員長 最後の、部会ですか。まちづくり部会の位置づけが大変おもしろいので、後で

少し議論したいんですけれどね。条例上の組織でもあって都市計画審議会上の組織でもあると

いう、両方から規定されている組織。 
○山内臨時委員 これは規則の中では都市計画審議会設置条例の中で書かれていると思います。

ごめんなさい、私はそこは詳しくありません。 
○小林委員長 わかりました。 
○小林専門委員 言い忘れていました。まちづくり協議会の部分で一つわかりやすい事例は、

西須磨地区で今、都市計画道路の反対訴訟をしている団体がありまして、これは住民の大多数

が参加しておりますので、まちづくり条例に合致しているわけです。地域の大多数の人が参加

しているということで。そこの団体がまちづくり協議会を結成したから認定せいということで

神戸市の都市計画の方と５年近くやっておりまして、都市計画はぐずぐず言いながら認定して

いないわけです。認定すれば補助金を出したりしますので、裁判で争っている相手に金を渡す

のかという話になりまして。でも、条例上はせざるを得ないというのが我々の見解でございま

して、やったらいいじゃないかと言っているんですけれども。もう一つは、地域を超えたＮＰ

Ｏの活動とか、歴史的な建物の保存運動をしている団体とか、環境問題をやっている全市的な

組織をまちづくり協議会の認定が今できない。その二つについて、震災前から条例を改正しよ

うということでいろんな対応をしていますけれども、今はまだ結論に至っていません。 
○小林委員長 森委員、どうぞ。 
○森臨時委員 協議会の運営は大変だろうと思いますが、賛成している人が３割、反対してい

る人が２割ぐらいで、あとの５割の人は態度未定というのが普通のまちなんですよね、新しい

提案があったことに対して。でも、反対の方は２倍ぐらい大きな声なわけで、大体まちは反対

だというふうになってしまって、投票してみると、やっぱり賛成の方が出てくるというような

形になって１歩前進するんですが、それでも、実印をもって賛成に判を押してこいということ

になると、親子兄弟いろいろ言ったりしてなかなか出てこないということで、出てこないのは

反対とみなすなんて言われた日には全然進まない。意思表示をしない人は半々の意思だとみな

すか、賛成－黙認ということがありますからね－とみなす。反対とみなすというルールはない

と思うんですがね。 
 議会や何かでは、あるいはまちでは、声の大きさに驚いてということがあるんですけれど、
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ジャーナリズムや何かは反対とみなすというのが多いですね。賛成した人というのは、任せま

すよということになっちゃうので何も言わなくなっちゃう。不思議な習性がありまして、いつ

でもしゃべっているのは事業側だけということになってしまう。事業者対反対の人の対話。そ

れを聞いている人は事業者が無理強いしているんだというふうに何となくジャーナリズムはと

っちゃう。今みたいな協議会の方々は、賛成というのも、反対でもいいんですけれど、はっき

りどっちかを言ってもらうという習慣が必要じゃないでしょうかねえ。分かれたら黙っちゃう。

中立なら黙っちゃう。反対の人しか発言しなくなっちゃう。そういう実態が一つありますね。 
 もう一つ、さっきの事業費なんですが、六本木みたいな放っておいてもポテンシャルのある

ところは補助金なんぞ要らんだろうという話もあるんです。できてしまうとそういうふうに見

えるんですが、できる前は、とてもそんな事業が成り立つはずがないといって、銀行は金を貸

してくれるものではないんですね。ですからその辺も誤解のないようにお願いしたいと。 
 補助金、実際問題としてはなんとかかんとか、さっきも言ったように自己負担もありますが、

やり方によってもちろんうまい下手で、いいものができればよくなるわけなので動くわけなん

ですけれど、うまいのでできてるからもともと補助金は必要ない地区だろうなんて、そういう

のんきなことを言われては困ると。３％ぐらい負担していただいて、公的負担は十何％したか

しら。本当はマイナス負担ですよね。 
○小林委員長 では、山内委員どうぞ。 
○山内臨時委員 まちづくりの決定の話なんですけれど、神戸の拍手というのは大変おもしろ

いなと思って。 
 実は私たちも杉並区のまちづくり条例の検討を進める中で住民投票の話が出たんです。ただ、

都市計画的な問題で住民投票がいいだろうか悪いだろうかという議論がありまして、基本的に

はまちを壊さない。私たち、再開発というのは物をつくることが問題なのではなくて、コミュ

ニティーをつくっていく、コミュニティーの器としてのまちをつくっていくということにこだ

わっている立場から言うと、白黒はっきりさせてしまうやり方はまちを壊してしまう、まちの

人のつながりを壊してしまうということを自治体の職員の方も大変心配して、それで懇談会の

答申の中にも住民投票のことは入れなかったんです。だから神戸のように白黒を余りはっきり

させないやり方で、それでできないならできないでまちは壊れない、人のつながりは壊れない

わけで、物をつくることの方が優先するわけではないのかな、というふうに言ってしまってい

いかどうかわかりませんけれど、思うので、そういう議論があったということを御報告してお

きます。 
○小林委員長 実はその議論と、森委員に御質問したいんですけれど、物をつくる。先ほどの

御意見でまちを壊さないというスタンスじゃなくて、まちを新たにつくり変えるという事業を

なさっていますよね。そのときに、先ほど町内会の議論があって、町内会と個々の権利者とい

う立場の方々がいますよね。先ほど代表制という議論があって、森ビルさんがやった事業の中

で町内会という組織が何か意味を持っていましたか。それともばらばらの権利者とデベロッパ

ーとしての対応をなさっていたのか。その辺はどういう感じだったんでしょうか。 
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○森臨時委員 町内会単位に協議会をつくっていただきまして、それと対応していくという形

にいたしました。そうでないと、一緒になると一緒になったというあつれきだけで話が進まな

いということもありますので。もっとも、今地区内が五つと申しましたけれど、地区外からの

いろいろな介入もありますので。それから、町会は必ずしも全部が地区に入っていなかったり

しまして、町会長が外にいたり、いろいろ苦労はいたしましたけれども、そういう話し合える

単位で集まってコンセンサスをまとめていくという方法をとりました。 
 ついでに、そんなに反対があってなぜ進めていけるかということですが、ガイドラインみた

いなものはない方がいいという話もちょっと聞こえたんですけれど、ここはこういう方向へ持

っていくべきだという基本的なガイドラインがあればこそ我々が主張をしていけるので、何に

もなしに森ビルがやりたいからやらせてくださいでは話にならないという意味では絶対に必要

ですね。 
 アークヒルズの再開発のときにつくりましたアークヒルズが７ha ぐらいだったんですが、そ

の周りの 11ha、さらにその周りの 70ha。全体の基本構想らしきものをつくっていただいてい

て、それにのっとっているんですと。その基本構想はだれが認めたんだ。だれも認めてはいな

いんですが、学識経験者がつくったんだというようなことで、ほかに対案もないからそれでい

くかというようなことで、現実的には今 70ha が半分ぐらい実現して、残りが実現の途にある

わけですよね。ガイドラインというのは絶対に必要だと思いますね。それを特に申し上げたい

と思います。 
○小林委員長 先ほど山内委員がガイドラインとおっしゃったのは、今、国交省が都市計画法

に係るガイドラインを作成しているんです。そのガイドラインが国からの指示みたいな形に使

われることがないようにと、そういう御質問ですよね。 
○山内臨時委員 はい。ガイドライン自体は中身はなかなかいいものという。 
○小林委員長 そういう話でしたよね。森委員のおっしゃっている話とちょっと違いますので、

その辺だけコメントさせておいていただきます。 
 ほかにいかがでしょうか。 
○伴臨時委員 山内委員と森委員にお尋ねしたいんです。山内委員のお話で、東京ランポがい

ろいろ活動しておられるのはよく承知しているつもりなんですけれども、さっき、市民こそ専

門家であり、総合職であり、長期的視野に立っているとおっしゃる。その市民という中で、多

分地域の構成員である市民の意向が一番尊重されなければと思うんです。東京ランポの場合は

会員は東京以外の方でも入れるという構成になっておられるので、そういう団体の方が、地域

のいろんな問題が起こったときに中立的公正な立場で、理不尽な行政とか、場合によっては民

間企業に立ち向かっていくという働きをされているんだろうと思うし、ああそうではないんで

すか。その点を誤解してお尋ねしているのかもしれませんけれども。 
 言いたかったのは、地域の問題のときに、地域の構成員である方の意思をいかにたくさんく

み取って、地域の問題として解決していこうかというときにどういう工夫をしておられるのか。

東京ランポの活動としてやったときに、地域のなるべく多数の方の意見をくみ取った上で対応



 21

するという心がけというのか、配慮していることがあるのかというのが１点でございます。 
 森委員の六本木ヒルズプロジェクトは大変立派なまちづくりをされて、私も拝見いたしまし

たし、特に地区内にとどまった方が８割というのは大変なことだと思います。だからそれなり

に御苦労が多かったんだろうと思いますけれども、この間三井不動産の神保町再開発の話も聞

きました。あれは 20 年かかって、権利調整とか、実際の権利変換というんですか、それまで

に４分の３の期間、１５年要った。あとの４分の１で工事その他はやった。こういう話でした

が、六本木ヒルズの場合も、17 年のうち、権利変換をやって工事その他にかけたのは４、５年

ということで、４分の３までの間は事前のいろんな調整をされている。企業としてはその期間

を、権利変換をやった後の工事は一気呵成にできるんですが、その前の４分の３の期間をいか

に縮めるかというのが、特に土地がそう上がらない今のような時代には大事じゃないかという

気がするんです。 
 その期間を縮める工夫なんですけれども、特に行政側への注文－ここに関係者がたくさんい

ますから、そういうこともあると思いますが、きょうは住民参加というか、参加型まちづくり

がテーマなので、そういう期間を短くするために、しかも綿密丁寧に住民の御意見を伺う、そ

ういう仕組みとして、今から考えてみて、こういうことをやったらよかったとか、こういうシ

ステムがあったらよかったとかいう、六本木ヒルズの経験でこういうことがあったらよかった

という点がございましたら教えていただきたいと思います。 
 以上２点です。 
○小林委員長 では、最初に山内委員からお願いします。 
○山内臨時委員 ランポはさっきもお話ししたように、まちづくりの中間支援型のＮＰＯなん

ですね。だから何か問題がある現場に出ていって一緒に運動をするという性質のものではなく

て、それは地域密着型の玉川まちづくりハウスだったり、ＦＵＳＩＯＮ長池だったり、神戸の

活動もそうだと思いますけれど、地域で活動していらっしゃる専門家の方も含めたＮＰＯのよ

うな方がそういう活動を守り立てていらっしゃるんだと思います。 
 私たちランポの活動としては、この記念誌の２ページに「ランポのあゆみ」というのが書い

てありまして、一番左の縦のところにランポの事業が項目で入れてあるんですけれども、まち

で活動なさる、まちづくりをなさる市民の方たちの活動支援をしようということで、情報発信

とか、御相談があったらこういうような情報を届けたり、そういう活動です。 
 そういうインターミディアリーなＮＰＯも、市民の方たちがとっつくときに、それこそ何も

知らないところから手を染めるというときに、どういうふうにアプローチしていったらいいだ

ろうかとか、ほかにどういう事例があるんだろうかとか、どういう情報があるんだろうかとい

うときに使っていただきたいツールだと自分たちのことを思っています。 
 ただ、理事や会員の方たちは、それぞれ地域で自分たちのまちづくりの活動を持っていらっ

しゃる方がいっぱいいらっしゃいます。 
○小林委員長 続いて、森委員お願いいたします。 
○森臨時委員 ５ページを見ていただきたいんですけれど、61 年に誘導地区に指定された。そ
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れで、どうですかという呼びかけをテレビ朝日さんと一緒に始めたんですね。一緒にやりませ

んかと。それから１年たって懇談会や何かができて基本計画というのをつくられたので、これ

は整備方針みたいなもので数字がないんです。事業推進計画がつくられたのが平成１年で、こ

の間に３年ぐらいたっているわけです。これを見て、住民組合が加入率 80％に達してるという

ことは賛成率は 80％なんですよね。ですからすぐ組合設立段階に動いてもよかったはずなんで

すが、この間、都市計画決定というところまで行くのに時間がかかっている。都市計画決定が

なければ事業資金もくそもありませんので。事業計画にしても。都市計画決定があって本当の

事業計画が立てられるということなんですね。 
 事業計画が決定して大丈夫だと言わなければ、だれもゴーはできないわけなので、ここでま

た時間を数年費やしているわけですが、このときに同意率を 93％にしてこいというむちゃくち

ゃなことを言って、要するに１桁の反対者でなければ受け付けないとかなんとか、そういうこ

とを言っていた。もっと前の段階ではもっとひどくて、１人の反対者でもいるうちはやりませ

んからなんて、反対派を元気づけるようなことを言っていた。そういうような状況が延び延び

になってきた原因ですよね。この間に担当者がかわったりしまして、勉強のし直しとかいろい

ろあるんですね。この間、今度は６カ月で済むそうですから大いに期待しています。 
○小林委員長 よろしいですか。 
 ほかにいかがでしょうか。 
○事務局 小林委員の神戸のお話の中で、協議会が建築確認のチェックもされている。確認申

請のチェック。それは協定の中身かということと、例えばこの形態がよくないということで申

請者と直接やられるのかどうか。その辺の仕組みについて教えてください。 
○小林専門委員 建築主事じゃないですから全部をチェックするわけではないですけれども、

まちづくり協定の地区で確認申請が出ますと協議会に連絡が行くという格好になっています。

逆に言いますと、協議会がうんと言わないと確認を出しても受け付けない。法的じゃないです

けれども、そういう仕組みになっていまして、当然まちづくり協定の内容が合致しているかど

うか。協定に書いてあることは条文ですから細かいことまで書いてませんので、荷さばき場を

中にとれとかいって、中にとれといったってどうとるかという問題でもめる。あるいは塀の高

さとか、セットバックの問題のことでありましても、確認上の問題じゃなくて、協定の問題を

チェックするということが趣旨ですけれども、当然それは全建築について説明を受けますから、

デザインの問題から何から全部文句は言いますよね。そういう仕組みになっております。 
 余り細かく住宅とか、特に問題ないというのは、確認申請の方で協議会と話をして、軽微な

のは出しませんよという話で、重要なやつだけとか重要な場所ですね。この場所だけはとにか

く協議会にかけたいとか、そういう取り決めを持ってやっておられるようです。地区によって

違います。全くそういうことをやってない協議会もいっぱいあります。 
○事務局 そうすると、地域の上物の景観とかいうことについて具体の規定があるんですね。 
○小林専門委員 持っています。 
○事務局 持っておられるということなんですね。 
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○小林専門委員 はい。まちづくり協定の中に、構想の段階で景観の問題はかなり大きなテー

マで、特に震災以後の協議会では緑の景観の問題については非常に大きなテーマで、協定をわ

ざわざつくり変えているところもございますし、真野地区の宮西君がずっとやっているのも、

そういうようなことを前提として協議会があるということで、逆に言いますと、悪徳デベロッ

パーと言っては怒られるかもしれませんけれども、そういうタイプのものが虫食い状に開発し

ようという形で入ろうと思いますとかなり抵抗が大きいということで、事前阻止型というんで

すか。それは都市更新を阻害しているという言い方をしてもいいかもしれませんけれども、そ

ういう効果はありまして、簡単に言いますと、わけのわからんマンションを建てようなんてい

うやつは真野には申請しないという効果はかなりあります。逆に言うと、長屋の更新はそうい

ったタイプでないとできないというような場合ですと、ほとんど更新されないという効果を生

む。どちらがいいかわかりませんけれど。 
○小林委員長 山下委員、どうぞ。 
○山下臨時委員 小林委員に質問させていただきたいんですが、先ほどの御発言の中で、投票

とか代表権というような話で言うと、協議会というのは決定する場ではなくて、多様な意見が

吐き出されてくる。決定の場に行く前の段階のところが一番機能できるんではないかというよ

うなことをおっしゃったと思うんですけれども、そのことと協議会というものが制度化されて

いくということとの間にどういう渡りをつけられるのかということが知りたくて。まちづくり

協議会というのが一度認定されますよね。その後どういう期間といいますか、どのぐらい継続

性を制度的に持ち得るのかということと、実体的に持ってしまうものかということをお聞かせ

いただきたいんですけれども。 
○小林専門委員 協議会のシステムができたのが 81 年ですから 22 年しかたっていません。当

初から 20 年近くやっている協議会は真野地区とか幾つかあります。それから、当初やってい

て、例えば集会所をつくるというような事業が行われたり、初期の人たちが亡くなられたりし

て立ち消えになっている。例えば丸山地区とか御管地区。リーダーがかわって一度取り消され

て（認定があるかわりに取り消しもありますから）、取り消された協議会もあります。ですか

らいつまで続くかというのは、震災復興系のまち協はお金の切れ目が縁の切れ目で、多分半分

以下になると思いますけれども、前からやっているところはずっと続く。それに対する条例上

の制限はないと思います。 
 実質的な活動がなくて実際何が困るかというと、次にやりたい人がいたときに、前の協議会

があると困る。そのときに前のやつを取り消してしまおうという動きがない限りは放っておけ

ばいいわけで、何もなければ何もないだけですから。次の連中が何かしたいときに、前のが邪

魔だというと取り消すというような格好になるんではないかと思っております。 
 決定の問題は、まちづくり協議会を余り一生懸命しますと最終的に何が起こるかというと、

まちづくり条例と一緒で議員との問題。直接制と間接制の問題にかかわってくるということで、

私が「きんもくせい」に書かせていただいていますのはそういうことであります。住民参加と

いうのは最終的には政治形態をどうするかという問題にかなりかかわってくるわけで、小さな
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地域になればなるほど、例えば 1,000 人の村が村会議員を選ぶということと、 1,000 人のま

ちづくりの地区が自分たちのまちづくり協議会で会長を選んでどうやっていくかというのと何

が変わるかというと、何も変わらないんだと思うんですよね。 
 そうなりますと、神戸市ですと区単位ぐらいで行政がかなり実権を持ってやっておりますけ

れども、もう一段階おろして 5,000 人から３万人ぐらいの単位ごとにそういった行政を行うと

なると、そこの代議制みたいなことをどう考えるかということにかなりかかわってきまして、

まちづくり協議会でそれを決定していくというようなことに関与しますと、結局は代表権の問

題で、選挙とか、民主主義の原則なしで済まなくなるんではないかと。そこに踏み込みますと

そういった問題に直面せざるを得ない。それを制度化すればますます議会制民主主義との関係

が非常に困難になるということで避けているというのが現状だと思います。 
 私の意見を言わせていただければ、そういう代議制の方が間違っているというふうに思いま

す。地方議会はやめた方がいいんじゃないかと前から言っていまして、市長を選んで、チェッ

ク機構としての議会は意味があると思うので、チェック機構としての機能は必要でしょうけれ

ども、議決機関としての意味がどれだけあるかというと、ほとんどない。アメリカやヨーロッ

パのように議員さんが都市計画局長といった形で行政運営にも携わっていく。国会はそうです

よね。国会議員が大臣をやっているわけですから、市会議員が市の中の局長を務めたって別に

問題はないと思うので、本当はそういう形になった方がいいのかなと。その方が多分代議制の

問題はなくなる。 
 もう一つは、なるべく３万人程度の単位ごとに自分たちで決定できるような近隣政府型のシ

ステムを背景に持たないと、都市計画事業みたいな話とまちづくりみたいな話の接点はなかな

か見出せないんじゃないか。自律生活圏というような形のシステムを確立していく。それがど

ういう形で都市計画と関係するか。そういったシステムが必要だと思いますが、まだ 50 年ぐ

らいはかかりそうな気がします。 
○山下臨時委員 お答えとして私が理解させていただいたのは、認定は一回認定されると消え

なくて、実体としてそれが続くかどうかは、資金であるとか、そういうものに依存している。

前からあったところは資金の面とかが安定しているので継続性があるけれども、ぽっとわいた

資金でできてきているものは長続きしない可能性が高い、そういうことですか。 
○小林専門委員 基本的には、一生懸命やろうという動機そのものはかなり純粋なところがあ

りますので、一生懸命つくろうというところは、できたところは長続きしていますけれども、

例えば震災復興でやらざるを得ないとか、ある事業で区画整理が始まるから協議会をはじめな

きゃいけないとなると、事業が終われば動機がなくなるのですから終わっちゃう。そういう関

係だと思います。 
 認定するというのも、震災復興で 100 ぐらいできたのですが、認定されたのはつい１、２年

前で、この６年間か７年間どうしていたかというと、無認定のまま復興基金ではお金を回して

いたという状況ですから、かなり実体主義的な活動でやっているので、条例はだれも見ていな

いんじゃないかと思います。 
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○山下臨時委員 では、幽霊協議会みたいなものが存在しますか。 
○小林専門委員 いっぱいあります。 
○山下臨時委員 実体がないものと、実体があったのに人がいなくなる、２種類のタイプの協

議会がいっぱいできているということですか。 
○小林専門委員 いっぱいかどうかわかりませんが、かなりあるでしょうね。 
○山下臨時委員 そのときの入れかわりになるというのはどんなふうに。先ほどの新規交代。

初めにできたものに対して反対のものが出てきたときに、入れかわりの……。 
○小林専門委員 いやいや、最初にできたのがやっていればそんな動きは起こらないわけで、

そこにみんな参加してやるわけですし、反対があれば、それを打ち倒すための運動が起こるわ

けですから、それは協議会会長選挙に打って出て入れかわるという話になるわけですけれども、

そもそものもとの部分が構成員がほとんどいなくなってしまって立ち消えている。それでも認

定はしていますから、それを取り消さないと新しい協議会ができないですよね。そういう意味

だけです。 
○山下臨時委員 新しい協議会をつくるためには古い協議会の中の手続を入れないとつくれな

いということですか。 
○小林専門委員 それは単に行政上の問題だけだと思います。例えば神戸市が御蔵地区に 15
年前に認定していた団体があって、５年ぐらい前から会長もいなくなってだれもやっていない

という状況がある。新しく何かしたいという連中が集まった。そこへ補助金を出そうと思った

ら、前のがあるなということで、それは取り消しましょう。こういう状況が起こるというだけ

ですね。 
○山下臨時委員 取り消しはあり得るということですね。 
○小林専門委員 あり得ます。実際既に二つか三つやっていると思います。 
○山下臨時委員 ありがとうございます。 
○小林委員長 今までの御議論の中で、一つは今出ました議会との関係ですね。地域組織がい

ろいろな形でまちづくりにかかわると、既存の議会との関係をどうとり、考えるかというかな

り大きな問題を一つ抱えているという議論と、山内委員のお話との絡みで、都市計画審議会と

の関係ですね。 
 杉並の条例を見ると、まちづくり協議会というのは条例の中で「都市計画審議会の意見を聴

かなければならない」という規定もあったんですね。そうすると条例と審議会との関係が具体

的に出てきていて、一方で恐らく都市計画審議会で、こういう規定があるからには審議会の運

営要綱か何かで別途規定されているんだろうと思うんです。そういう新しい組織というのは今

まで恐らく考えたこともないような組織ではないかと思うんですけれど、そういうものがどう

いう形で本当に運営されているのか興味があるんですが、具体的にはどういうテーマをどうい

う形で扱って、このまちづくり協議会が動いているんでしょうか。 
○山内臨時委員 現実には杉並区はまちづくり協議会が幾つかできたりあったりしたんですが、

有名なのは蚕糸試験場の跡地の学校と公園が一体的利用になっているというもの。あれの場合
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もまちづくり協議会はできたんですけれども、事業が終わってしまうと協議会が神戸のように

続かないで、行政が声をかけて協議会をつくるもので、協議会を解散させてしまうんですね。

現実には、今こういうふうに自分たちの市民発でまちづくり協議会が出てきているというケー

スは、杉並の場合まだ余りないんです。だからこれから使っていくルールだと思いますが、区

の主導でつくった協議会が幾つかあったのが継続しないことが問題になって、こういうルール

をつくっていこうという話になりました。 
○小林委員長 むしろ行政がまちづくり協議会の永続性のような必要性を感じて、そのための

根拠になるような制度を条例と審議会の要綱か何かでつくった、そんな感じですか。 
○山内臨時委員 行政が必要だと感じていたら今までつくったものを継続させていたんだと思

うんですけれども、行政が余り必要性を感じていなくて切ってしまってというか……。 
○小林委員長 協議会自体をですね。 
○山内臨時委員 協議会自体を。それで懇談会の中で必要だということに。 
○小林委員長 むしろ市民の声で。 
○山内臨時委員 市民側から議論の中で出てきたということです。 
○小林委員長 わかりました。 
 ほかにいかがでしょうか。 
○越澤委員長代理 山内委員に伺いたいんですが、私は杉並で小さいころ育っていまして、密

集市街地の中に住んでいたわけですが、最近のこういう状況は実は存じておりませんでした。 
 興味があるものですから伺いたいんですが、杉並区は御存じのように東側が高円寺、阿佐ケ

谷という密集市街地で防災上も非常に危ないわけです。道路についても、特に高円寺の北です

と、長年、計画道路をどうするかで、結局まだ何も決まっていないんだと思うんですが、いろ

んな道路案や再開発案があったりして、まとまらなかった。そういう場所と、大規模跡地をど

う利用するかというのは割と議論がしやすいと思うんですが、生活道路を含めてインフラが決

して今の状況では私はいいと思っていないです。そういう場所での、杉並区としての考えなの

か、あるいは地元の区民の動きで何らかの、まちづくり参加のこういう問題で、現状の市街地

の形態でいいのかどうかという議論ができるのかどうか。 
 善福寺とか、あの一帯はインフラが基本的にできていますから、これ以上むしろ市街地環境

が悪化しないような形での地元に住んでいる方の合意形成が、暗黙に、言わなくても多分雰囲

気として持たれていて、住環境の目標市街地像がある程度できていて、その中での建てかえと

か、余計なものが入ってこないようにとか、そういう場所でのやり方は大分違うんじゃないか

と思うんですけれど、現実に杉並区はこういういろんな新しいものを打ち出す中で、東側の阿

佐ケ谷とか高円寺一帯ですね。あの付近はどんなまちになっているのかとか、その辺を御存じ

だったら教えてほしいというのが１点です。 
 もう一つは、国の審議会でどこまで何を議論するかということだろうと思うんですが、要は、

「東京ランポ 10 年のあゆみ」という冊子を拝見していたんですけれども、７ページに、前任

の斎藤委員時代に審議していました、正式名称は忘れてしまいましたが、今回の諮問事項の参
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加型まちづくりは３番目の諮問だったと思うんですが、１番目、２番目の諮問を、２年前でし

たか、半年間ぐらい審議して中間まとめを行いまして、中間のままになっております。 
 審議会では法案そのものを事務局としてお示しして議論をするということはしていなかった

わけでありまして、一般的な審議会は今までそういうやり方をしていたと思います。ですから、

これはそれぞれ委員によって考え方は違っていていいわけですし、事務局がどう判断するかと

いう問題はあるんですが、具体の法案についてと審議会の議論の仕方というのがどうなのかと

いうのは、今後地方自治体でもあるかもしれませんし、分科会での議論が斎藤委員は不十分と

思われたら、今までそう発言する機会はあったと思うんですけれど、この席でそういう発言は

なかったんじゃないかなと。 
 後任でもないので直接聞くのも変なんですが、同じ活動をされているお仲間だと思うので、

ちょっと不思議なのは、こういうお考えであれば、むしろどんどん積極的にこの審議会の中で

法案のこういう議論が不十分だと思いますとかいう議論がされてもいいのかなと私は思うんで

すが、それはこれを見て非常に意外に思ったんですね。その辺、一緒におやりになっている仲

間ですから、何か……。国の審議会で発言してもしようがないと思ったのか、よくわかりませ

んが、何か本音なり実態があるのかということで、それを御存じでしたら伺いたいなと。お仲

間で、多分もともとこの中でも山内委員自身も役員をされていますので、２点について伺いた

いと思います。 
○小林委員長 １点目は簡単な質問でしょうけれど、２点目はなかなか難しい御質問で。 
○山内臨時委員 では、逆に２点目から。 
 こういうところにＮＰＯが委員として出させていただくということが今まで余りなかったん

だと思いますし、これからはどんどん。小林委員も、ＮＰＯだか、そうではないのかわかりま

せんが、これから出させていただける最初のチャンスだと思って、有効に使わせていただきた

いと思っています。 
 ごめんなさい、前任者が発言をどの程度とかいう話は具体的なことなのであれなんですけれ

ども、大勢の方がいらっしゃるので、その中で私たちは１人だけ出しているのではなくて、こ

ういうことを言いたいね、ああいうことを言いたいね、というのはみんなで議論はしていたん

ですが、大勢いらっしゃるので、そうそう自分がひとり占めしてもということだったのか、よ

くわかりません。ごめんなさい。その程度でよろしいでしょうか。チャンスとして私たちは有

効に使いたいと思いますので、これからはチャンスをいただければどんどん発言していきたい

と思っています。 
 高円寺とか阿佐ケ谷とか、杉並のことなんですけれども、高円寺は確かに北側の道路の問題

で協議会のような形で。あれは、青山委員がいらっしゃるとよくおわかりだったと思うんです

が、東京都が仕切り役で入ってやっていたことがかなりこじれてもめてしまって、どなたか専

門の先生の方が詳しいかもしれないんですが、一度その話はチャラになって、もう一回改めて

杉並区と一緒に話そうという形で話が進んでいるようですが、具体的に開発の問題というより

は、あの地域の防災のことを考えようというふうにして防災まちづくり協議会のようなものが
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できて、まちを歩いたりとか、もう一回原点に戻ってやり直そうということをやっているみた

いです。 
 まちをこうしたいという市民の思いをどういうふうに形にするかということは、都市マスを

もっともっと私たちは使っていけるといいなと思うんですけれど、都市計画マスタープランの

ゾーン別というか、地域ごとのマスタープラン、方針づくりがありますが、そこのところをも

っと地域の人と一緒につくっていくことで、まちのビジョンをみんなが自分たちで描けていく

ので、かなり区画整理が行き届いているところは逆にダウンゾーニングをしていくようなこと

も考えようとか、そういう話も出てくるかもしれないし、木密で防災上の課題の高いところは

そういう方向で考えていく仕組みを考えていったらいいんじゃないかとかなるので、都市マス

の地域別の方針づくりですか。あれを杉並区の場合も地域におろし切れなかったので、きちん

と地域におろして積み上げていくところから始めたいというふうに私たちは提案をしています。

お答えになったかどうか。 
○小林委員長 よろしいですか。 
○越澤委員長代理 はい。 
○小林委員長 ほかにいかがでしょうか。 
○小泉臨時委員 きょうの３人の委員の方の発表を聞いていて思ったのは、一つは、今の話も

そうなんですが、制度がやっぱり。制度というのは法律上の規定ですよね。お金とかで市民の

活動を支援するとか、それもすごく重要なんだけれども、都市計画マスタープランで住民参加

規定というのがあったから市民参加がこれだけ盛んになったという側面があって、法律上の制

度でどうやって市民参加を促すのかというのは一つ重要な検討課題じゃないのかなと思いまし

た。 
 もう一つの話は、小林委員とか山内委員、森委員からの話もそうなんですが、意思決定の手

続というのをもう少しきちんと考えましょうということなんだと思うんです。いろんな局面の

意思決定があると思うんですが、物事を決める局面と話し合う局面を少し分けた上で、話し合

う場というのはどういうふうにしたらいいのか、物を決める局面ではどういう手続が必要なの

かということを都市計画の制度でも考え直さなきゃいけないんじゃないかということを感じま

した。 
 特に話し合う場ということについては、制度的には日本の都市計画というのは協議するよう

な概念というのはほとんどないわけですよね。まちづくり協議会でやっていることとか、まち

づくり条例に基づいて確認申請の情報をもらって、地域でこうしてほしいというようなことを

するというのは、まさに協議の手続を、法律上ないものを補完して条例で一生懸命頑張ってい

るというふうにとらえることができると思うんです。そういうことを少し市民参加とか次世代

の参加型まちづくりの仕組みとして考えていけたらいいんじゃないかということを感じました。 
 以上です。 
○小林委員長 どうもありがとうございました。 
 ほかに御意見があれば伺いたいと思いますが、大体御意見は出尽くしていると理解してよろ
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しいでしょうか。 
 それでは、きょうの御意見を私なりに少しまとめさせていただきたいと思います。 
 一つは、山内委員から、計画づくり、都市計画マスタープランのレベルが非常に重要だとい

うお話がございました。森委員からも、グランドデザインと申しますか、基本計画をつくって、

それをベースに市民の方々あるいは権利者の方々と、こういうまちをつくりたいという意思の

合一を図っていく、そういう手続が必要だというお話がございました。 
 計画づくり。確かに都市計画マスタープランのレベルで参加という議論はあるわけですが、

計画づくりで本当に市民の組織が、あるいはあるところでまちをつくっていきたいというデベ

ロッパーが動く際に、計画づくりにどこまで、どういう手続でどういう参加をし、それに対し

てどういう支援があるのかというようなことについて、もう少し詰めて考えるべきではないか

という御意見が一つあったような気がいたします。 
 できれば、先ほど小泉委員からございましたように、都市計画マスタープランというのは参

加を制度化しているとまでは言えないでしょ。マスタープランづくりで……。 
○小泉臨時委員 住民参加規定がちょっと入った。 
○小林委員長 ちょっと入ったというぐらいですね。その辺どこまで議論ができるのかという

ことがありますので、制度と計画づくりの制度上における市民参加の議論をどこまでやれるの

か、やったらいいのかというようなことについて一つ御議論があるような気がいたします。 
 もう一点、小泉委員が先ほど協議するという議論をされましたね。まちづくり協議とか、ま

ちづくりの協議の部会ができたりというようなお話がありましたし、森委員からは、町内会と

いう組織で協議をしてもらって、そことデベロッパーとの関係で話を進めていったという話が

ございました。 
 ある地域について協議する組織がある。協議する組織は今まで任意の組織として動いていた

わけですが、任意の組織として動いている協議を杉並区は、ある部分制度につなげていこうと

いう努力がなされていて、それが本当にいいのかどうか。そんなことをやってはだめだと言う

方がいらっしゃるかもしれませんね。小林委員の話ですと、何となく手を挙げて大体賛成です

ねという形で処理できなくなる可能性もありますので、一方で確かに制度化されて、そういう

形で位置づけられると、それなりの意味を持ってくる可能性がありますので、都市計画審議会

という従来の組織とは別の、都市計画を考える、そういう地域組織のようなものがあり得るの

かどうか。それが一定の代表性を持って議論できるのかというようなことも恐らく我々の議論

の一つのテリトリーではないかと思います。 
 その議論をやっていくと、恐らく議会の代表制との接点が出てくると思うんです。森委員か

らも議会は云々という御発言がございましたが、地元の権利を持っている方々のこういうまち

をつくっていこうという考え方と議会の意見とが違った場合に、どちらが地域を代表している

のかというような議論もあり得るだろうと思いますので、議会との関係をどう考えて。小林委

員からは 50 年後というお話がございましたが、地域組織と議会との関係のような議論。都市

計画法で担うにはちょっと荷が重過ぎるんですが、その議論も将来を見据えて少し議論してお
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いてもいいかなという感じがいたしました。 
 それと、森委員に伴委員から御質問がございましたが、時間リスクの問題。それからコスト

の問題。費用リスクですね。費用リスクの問題は、神戸市の場合は行政側が負担しているわけ

ですが、費用コスト、コストリスクをどういうふうに負担するかというのも実はまちづくりの

参加と深くかかわっていると思います。それが財源の議論であったり組織の議論であったりし

ますので、その辺も含めてもう少し次回あるいは次々回に向けて御議論させていただきたいと

思います。 
○森臨時委員 先ほどからの御議論を聞いていると、参加の議論とかはいいんですが、要する

にテーマですね。どういうまちを、どういう必要があってつくろうとしているのかということ

で、神戸の場合は、とにかく再興しなきゃならん。どういうまちにするかという大テーマがあ

って動いている。杉並とか世田谷はどういうテーマがあるのか私自身よくわからない面もあり

ますが、防災危険地域、震災危険地域がかなりありますよね。そういうものと今の。だから単

なる広場づくりなのか、道路づくりなのか、それともまち全体のつくり直しなのかとか、そう

いう議論を必要としているはずなんですよね。 
 それぞれの団体が、どこでも構わないんですが、何らかの提案をして、それぞれのグループ

が提案をして、議論を闘わせて、結論が出ればいいんですが、出なくても、何となく説得性が

あるなと思うのを行政は取り上げて、そういう種類の議論の範疇であれば、これを積極的に、

用途容積とか、経済緩和とか、道路の施工順位の優先とか、そういうことで支援する。地域エ

ゴにすぎないようなやつは支援しない。そういう形で議論を巻き起こさないと、単に今のまち

はどこか問題ありますかなんていう議論から始まって、なるべく環境が悪くならないように、

地球環境にいいように、こういう程度の協定をつくりましょう的な話では東京再生なんて全く

結びつかないという意味で、要するに提案があって議論するという、そういう議論でないと全

く意味がないと私は思うんです。 
 地方議会だって、理解しないと言いましたけれど、そういう議論に巻き込まれているうちに

は、なるほどこれはこっち側がいいなというふうに判断し始めまして、結局賛成に回ってくれ

るとか、市議として最後まで反対だけれども欠席してしまうとか、そんなふうになっていくの

で、一般的な論議とか何かじゃ全く意味がない。何のために何をしようという議論で、できれ

ば自分たちのマスタープランをつくろうじゃないかという、その範囲もある意味では上位計画

とか地域外との整合性がとれているのかということも、それぞれの専門家もいらっしゃるわけ

ですから判断を入れて、参考意見を入れながら議論を闘わせていくというスタイルができない

限り、個々の人で地域がちょっと集まって何かやってみたらちょっと反映する。そういうのは

もうそろそろ御免こうむりたいなというふうに思います。 
○小林委員長 申し忘れたんですけれど、きょうの御議論の中で、まちをつくり変える場合の

参加の議論と、まちを維持管理していきたいという場合の参加の仕組みはどうも違いそうで、

組織のあり方その他も違いそうなので、その議論は分けて考えておく必要があるのかなという

感じもいたしました。本当にそうかどうかは御議論いただきたいと思います。 
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 最初の委員会で青山委員から、公益にわたる、例えば東京の大環状みたいな議論はここでや

る議論とはちょっと次元が違いますよという御指摘をいただきまして、整理させていただいて、

その議論はここでは中心的にはやりません。ただ、そういう区切りをした中でも、まちをつく

り変える場合の参加の議論と、まちを維持管理していくという形でやるまちづくりとは大分違

うような気がいたしますので、少し参加の議論を分けて考えていく必要があるのではないかと

思いました。森委員の御発言はそういうふうに理解させていただきたいと思います。よろしい

でしょうか。 
○森臨時委員 はい。 
○山内臨時委員 今、小林委員長がお分けになった分け方は、余りそういうふうに分けてしま

っていいものかどうかという気はしています。つくり変えるときにも、修復型に、例えば京島

だとか向島でやっているように、少しずつ部分的につくり変えていくことでまちが全体につく

り変わっていくというつくり……。 
○小林委員長 当然それは私が「維持管理」というふうに言っている中に入っています。 
○山内臨時委員 はい。 
○小泉臨時委員 つくり変えるかどうかを決める段階での意思決定の話と、つくり変えるとい

うふうにある程度合意ができた後の話というのは……。 
○小林委員長 それは計画の段階でしょ。計画レベルの議論がそれで、計画レベルの議論で、

つくり変える場合と維持管理する場合と恐らく二つに。そう簡単に分かれませんけれど、そう

いう整理をして議論していった方がいいのではないかと。 
 それでは、事務局にお渡しします。 
 
                 そ の 他 
 
○事務局 大変ありがとうございました。 
 それでは、次回委員会でございますけれども、６月２日月曜日の午後２時から開催いたした

いと存じます。議事といたしましては、今回に続きまして数名の委員の方に事例発表をお願い

しまして、それも踏まえて御自由に御議論をいただきたいと考えております。また、第５回委

員会でございますけれども、７月 11 日金曜日の午後２時から予定させていただいております。 
 委員の皆様方におかれましては、大変御多忙の折とは存じますけれども、御出席のほどよろ

しくお願い申し上げます。 
 なお、本日の委員会終了後、六本木ヒルズの視察を御案内させていただいております。御参

加される方は、集合時間・場所を御案内いたしますので、恐縮でございますけれども、会議終

了後、この場にお残りいただければと思います。 
 以上でございます。 
○小林委員長 それでは、これで第３回の小委員会を終わらせていただきます。 
 どうもありがとうございました。 
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                 閉    会 


